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■平成19年度各種会計決算の総括�
区  分�

※老人保健会計における不足額は、翌年度歳入充用金で補てんされています。�
※企業会計における不足額は、病院会計は過年度分損益勘定留保資金などで、水道会計は当年度分および過年度分損益
勘定留保資金などで補てんされています。�

※企業会計における収益的収支のうち、収益的収入は水道料収入や病院の入院、外来の診療収入など。支出は材料費や
電気料、職員の給与など。�

　また、資本的収支のうち、資本的収入は企業債や水道工事負担金収入など。支出は病院の医療機器の購入や水道管布
設などの投資的経費と企業債の元金償還金など。�

歳出�
総計�
歳出�
総計�

歳出�

市税�
222億7,318万円�
（53.8％）�

市債�
31億5,060万円（7.6％）�

諸収入�
24億2,543万円�
（5.9％）�

国庫支出金�
30億4,613万円（7.4％）�

地方交付税�
19億9,754万円（4.8％）�

地方特例交付金ほか�
9億2,683万円（2.2％）�

地方消費税交付金�
12億2,668万円 （3.0％）�

繰越金�
17億3,489万円（4.2％）�

繰入金�
6億5,196万円（1.6％）�

使用料および手数料�
6億3,060万円（1.5％）�

分担金および負担金�
4億3,542万円（1.0％）�

財産収入ほか�
2億7,693万円（0.6％）�

地方譲与税�
6億8,763万円�
　　　　（1.7％）�

県支出金�
19億4,703万円（4.7％）�

土木費�
55億1,920万円�
（13.9％）�

民生費�
83億330万円�
（20.9％）�

総務費�
50億8,761万円�
（12.8％）�

衛生費�
39億4,396万円（9.9％）�

教育費�
57億6,031万円�
（14.5％）�

公債費�
59億9,552万円�
（15.1％）�

消防費�
18億5,222万円 （4.7％）�

農林水産業費�
14億4,955万円 （3.7％）�

労働費�
10億227万円 （2.5％）�

議会費�
3億636万円 （0.8％）�
災害復旧費�
5,746万円 （0.1％）�

商工費�
4億3,299万円 （1.1％）�

歳入額 

歳出額 397億1,075万円��

414億1,085万円��

■一般会計 歳入・歳出の内訳■�
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自主財源 �
市が自ら調達することができる収入。市税をはじめ、基金などか
らの「繰入金」、保育料などの「分担金・負担金」、市営運動施設使用
料などの「使用料・手数料」。�

依存財源�
自主的に収入できる自主財源に対し、国や県の決定や割り当てに
基づいて収入するもの。�

85,438円�
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市民一人当たりでは・・・�

※一般会計決算をもとに、平成20年4月1日現在の人口115，361人で試算してあります。�
�

 414億1,085万円 397億1,075万円 99.9 17億10万円�
 96億1,726万円 94億1,973万円 111.0 1億9,753万円�

 81億5,713万円 83億2,786万円 104.8 －1億7,073万円�

 64億9,195万円 63億8,975万円 108.5 1億220万円�

 1億6,631万円 1億2,468万円 22.1 4,163万円�

 1億2,897万円 1億2,443万円 97.5 454万円�

 2,610万円 1,902万円 125.2 708万円�

 37億1,727万円 37億171万円 131.7 1,556万円�

 2億780万円 2億780万円 24.6 0万円�

 3億345万円 3億345万円 419.8 0万円�

 2億225万円 2億225万円 115.2 0万円�

 240万円 89万円 66.9 151万円�

 12万円 5万円 18.8 7万円�

 543万円 253万円 87.5 290万円�

 1,132万円 1,058万円 97.4 74万円�

 30億1,956万円 28億8,112万円 103.2 1億3,844万円�

 4億9,593万円 15億5,342万円 110.6 －10億5,749万円�

 93億9,224万円 98億3,397万円 107.8 －4億4,173万円�

 12億9,820万円 20億6,067万円 184.6 －7億6,247万円�

 846億5,454万円 848億7,466万円 104.6 －2億2,012万円�

都市計画税が使われる事業とその財源内訳（平成19年度）�
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都市計画事業の�
地方債償還：11億3,529万円�

区画整理等：11億3,649万円�

下水道：8億3,333万円�

公園：5億1,398万円�

街路：2億7,519万円�

その他：1億2,818万円�

一般財源：18億2,226万円�

都市計画税：11億9,933万円�

負担金その他：1億8,776万円�
地方債：4億606万円�
国庫（県）支出金：4億705万円�

都市計画事業費等合計：40億2,246万円�

都市計画税の使途�
　都市計画税は、都市計画事業に要する費用に充
てるために課税される目的税です。�
　平成19年度は街路、公園、下水道、区画整理な
どの各事業と都市計画事業のために借り入れた地
方債の償還に充てられています。�

決算報告�決算報告�
わがまちの家計簿�わがまちの家計簿�
　平成19年度一般会計・特別会計決算がまとまり、9月の市議
会定例会で認定されました。6月の市議会定例会で認定された
企業会計決算と合わせると、歳入総額は、846億5,454万円、
歳出総額は、848億7,466万円となっています。�

平成19年度�

掛川市�
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介 護 保 険 �
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公 共 下 水 道 事 業 �

農業集落排水事業�

浄化槽市町村設置推進事業�

温 泉 事 業 �

上 西 郷 財 産 区 �

桜 木 財 産 区 �

東 山 財 産 区 �

佐 束 財 産 区 �
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5

広報かけがわH20.11,1

4



6

平成19年度� 　バランスシートは、道路や公園といった、市民のみなさんに
サービスを提供するための市の財産（資産）がどれくらいあって、
その資産を得るためにすでに支払が済んでいるお金（正味資産）
と、これから支払わなければいけないお金（負債）が、どれくら
いあるかを示してます。�

資産 ＝ 負債 ＋ 正味資産�

【資産の部】�
有形固定資産 1,691.3億円�
（道路・土地・公共施設・消防・農業施設など）　�
投資等 144.6億円�
（投資・出資金・貸付金・特定目的基金など）　�
流動資産 55.6億円�
（現金・財政調整基金・未収金など）�

資産計 1,891.5億円�
平成20年3月31日現在�

【負債の部】�
固定負債�
　地方債 449.7億円�
　退職給与引当金 63.0億円�
流動負債�
　翌年度償還予定の�
　元利償還金 49.2億円�

負債計 561.9億円�

【正味資産の部】�

国庫支出金 210.0億円�

県支出金 106.6億円�

一般財源等 1,013.0億円�

正味資産計 1,329.6億円�

●市民1人あたりの資産は164万円、負債は49万円�

現在、市では一般会計の地方債借入額
を当該年度の元金償還額未満に抑制して
います。その結果、普通会計の地方債残高
が18.6億円減少し、（財）掛川市開発公社
の土地処分をすすめたことで長期借入金
残高が6.7億円減少しました。これにより、
公共下水道事業などの本格化に伴う普通
会計以外の地方債残高6.6億円の増加が
あったものの、前年度から20.6億円の減
少となりました。�

掛川市の�
総債務残高�
995.8億円�

（前年比20.6億円減）�

普通会計の地方債残高 498.9億円�
普通会計の債務負担行為残高 94.3億円�
その他の会計の地方債残高 299.1億円�
一部事務組合地方債残高 34.7億円�
（ごみ処理などを共同で行うため近隣市町で構成する組合）�

（財）掛川市開発公社長期借入金残高 66.2億円�
（この中には給食文化苑「こうようの丘」、乳幼児センター「すこやか」�
の用地など、市が買い戻す土地にかかる借入金が含まれています。）�

その他の第三セクターの長期借入金残高 2.6億円�
（公的施策のため市が出資する会社・財団）�

《債務残高の減少理由》�

　上記のバランスシートは、普通会計ベース（一般会計、公共
用地取得会計、駅周辺施設管理会計、温泉事業会計）で作成し
てあります。�
　これによりますと、土地、建物、現金などの資産合計額は
1,891.5億円で、市民1人あたり164万円の資産となります。�
　一方、負債は地方債残高498.9億円（固定負債「地方債」と流
動負債「翌年度償還予定額」の計）が主なもので561.9億円、市
民1人あたりでは49万円の負債となります。�

　資産から負債を引いた正味資産は1,329.6億円、市民1人あ
たりでは115万円です。�
　また、資産に対する正味資産の比率は70.3%となり、市の
資産の約7割は返済義務がないことを示しています。�
　なお、地方債の償還（返済）が将来にわたることについては、
地方債を活用して取得した公共施設の便益が将来の世代にも
及ぶことから、世代間の公平を図る一面もあります。�

掛川市のバランスシート�
（総務省基準）�

掛川市の財政の健全性を示す5つの指標�

掛川市の債務残高をお知らせします�

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定により、平成19年度決算に基づく4つの健全化判断
比率および公営企業の資金不足比率を算出しました。掛川市は、いずれの指標も基準を下回り、健全性が
保たれていることを示しています。今後も健全な財政運営に努めていきます。�

①実質赤字比率 普通会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率�

②連結実質赤字比率 全会計を対象とした実質赤字額（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率�
③実質公債費比率 普通会計が負担する起債の元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率�

④将来負担比率 普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率�

⑤資金不足比率 公営企業の資金不足額の事業規模に対する比率�
※標準財政規模とは、標準的な状態で通常収入されるであろう一般財源（市税や地方譲与税など）の規模を言います。�

【健全化判断比率】� 【資金不足比率⑤】�
 平成19年度決算 早期健全化基準 財政再生基準�
実質赤字比率（①） －　　 12.03% 20.0%�
連結実質赤字比率（②） －　　 17.03% 40.0%�
実質公債費比率（③） 16.5% 25.0% 35.0%�
将来負担比率（④） 148.8% 350.0%

 資金不足比率 経営健全化基準�
病院事業会計 － 20.0%�
水道事業会計 － 20.0%�
簡易水道特別会計 － 20.0%�
公共下水道事業特別会計 － 20.0%�
農業集落排水事業特別会計 － 20.0%�
浄化槽市町村設置推進事業特別会計 － 20.0%
※「－」は、資金不足額がないことを意味します。�

※「－」は、実質赤字額及び連結実質赤字額がないことを意味します。�


